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新しい総合事業
介護予防・生活支援サービス事業

～本日お伝えする項目～

次第４）ケアマネジメントについて

次第５）事業対象者について

次第６）通所型サービスと訪問型サービスの類型と単価について

次第７）委託料・契約について
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４．ケアマネジメントについて
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介護予防ケアマネジメントとは

介護予防ケアマネジメントは、介護予防の目的であ
る「介護状態の発生をできる限り防ぐこと、そして要介
護状態にあってもその悪化をできる限り防ぐこと、さら
には軽減を目指すこと」を目的として行う。

新しい総合事業における介護予防ケアマネジメント
は、「心身機能」「活動」「参加」にバランスよく働きかけ
ることが重要。単に心身機能の改善だけを目指すもの
ではなく、生活の質（QOL）の向上を目指すものです。

介護予防ケアマネジメントの考え方
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介護予防ケアマネジメントとは

介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては、自立支援や介護予防のた
め、総合事業の趣旨やケアマネジメントの結果適当と判断したサービス内
容について、利用者が十分理解する必要がある。

●利用者本人やその家族の意向を的確に把握しつつ、
専門的な視点からサービスを検討する。

●自立支援や介護予防に向けて必要なサービスであ
ることや、どのような効果が期待されているのかを丁
寧に説明し、その理解・同意を得て、サービスを提供
することが重要である。

介護予防ケアマネジメントの留意点

-5-



ケアマネジメントの類型

①介護予防支援

②介護予防ケアマネジメントA

③介護予防ケアマネジメントB

④介護予防ケアマネジメントC

現在のケアマネジメント類型

新たに加わる
ケアマネジメント
類型

どの類型になるかは利用するサービスによる
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平成29年4月から広域で実施する
総合事業のサービス

現行相当の訪問介護・現行相当の通所介護
訪問型サービスA・通所型サービスA

主に実施するケアマネジメントの類型は
「介護予防ケアマネジメントA」 と
「介護予防支援」 である。
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ケアマネジメントの実施について

「介護予防支援」
「介護予防ケアマネジメントA」
●計画書などの様式は同じものを使用します。
●プロセスも同様です。

※「介護予防ケアマネジメントB」
「介護予防ケアマネジメントC」
実施予定がありません。
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アセスメント

（課題分析）

ケアプラン

原案作成

サービス担当者

会議

ケアプラン確定

本人に交付

ケアプランの実行

（サービス提供）

モニタリング

・評価

ケアマネジメントのプロセス
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月 平成29年 平成30年

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４

要
支
援
認
定
者

総
合
事
業
サ
ー
ビ
ス
も
利
用

▼①利用者に総合事業について説明

▼②認定更新申請→要支援１，２の認定

▼③4月～総合事業サービスも利用する事を確認

▼④契約及びアセスメント、アセスメント結果に基づき原案作成

▼⑤サービス担当者会議

▼⑥プラン交付

▼⑦サービス利用開始

▼⑧利用実績確認→給付管理→国保連送信･･･毎月実施･･････➟

▼⑨モニタリング▼モニタリング▼モニタリング

▼⑩評価

予防給付 総合事業

利用までのながれ（4月更新の場合）
・・・要支援認定者（総合事業サービス利用）の場合・・・
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月 平成29年 平成30年

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４

事
業
対
象
者

▼①利用者に総合事業について説明

▼②基本チェックリスト実施･･･判定

▼④契約及びアセスメント、アセスメント結果に基づき原案作成

▼⑤サービス担当者会議

▼⑥プラン交付

▼⑦サービス利用開始

▼⑧利用実績確認→給付管理→国保連送信･･･毎月実施･･････➟

▼⑨モニタリング▼モニタリング▼モニタリング

▼⑩評価

予防給付 総合事業

利用までのながれ（4月利用開始の場合）
・・・事業対象者の場合・・・
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<例>

○歩行器のレンタル と現行相当の通所介護
（予防給付のサービス） （総合事業のサービス）

○通所リハビリと現行相当の訪問介護
（予防給付のサービス） （総合事業のサービス）

介護予防支援
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<例>

○現行相当の訪問介護のみの利用
（総合事業のサービス）

○現行相当の通所介護のみの利用
（総合事業のサービス）

○訪問型サービスAのみの利用
（総合事業のサービス）

○現行相当の通所介護と訪問型ｻｰﾋﾞｽA

（総合事業のサービス）（総合事業のサービス）

介護予防ケアマネジメントA
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※どちらで請求するかは＜サービス利用実績＞による

４月利用実績

通所リハ(予防給付)

訪問介護(総合事業)

介護予防支援費で
算定

５月利用実績

訪問介護(総合事業)

介護予防ケアマネジ
メントで算定

６月利用実績

通所リハ(予防給付)

訪問介護(総合事業)

介護予防支援費で
算定

本来のプラン（介護予防支援）

通所リハ（予防給付）

訪問介護（総合事業）
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５．事業対象者について
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チェックリストと要介護認定の状態像の違い
予想される状態像 有効期間

チェックリスト

１．次のサービスのみ希望する場合

なし

①訪問介護

②通所介護

２．基本チェックリストによる判定を希望している

３．給付サービスの利用を希望していない

４．通いの場等への参加を希望している

５．訪問や見守り、配食など生活支援を希望している など

要介護
認定申請

１．次のサービスを希望する場合

あり

①通所リハビリ

②訪問看護

③福祉用具貸与

④短期入所生活介護

⑤住宅改修

⑥施設入所

２．明らかに要介護状態である

３．要介護認定申請を希望している

４．認知症、がんなど日常生活に支障がある疾病を有する

（状態像の急激な変化が予想される）

（医師の意見書を基にした介護が必要）

５．身体介護が必要である

６．介護サービスに関する知識が乏しく、どのようなサービ
スを利用したいか不明

７．６５歳未満 など

有効期間はないが
サービス提供時の状況や
状態像の変化に応じ、適宜
チェックリストで本人の状況を
確認することが望ましい。

また、介護予防ケアマネジメン
トのプラン見直しの時期には、
再度チェックリストを実施し、
状態像を確認することとなる。

※ 総合事業対象者から、要支援・要介護申請する際の状態像としても参考にしてください
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介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

※次のいずれかにチェックしてください。□介護予防サービス計画作成・□介護予防ケアマネジメント

次の場合、提出が必要です

①事業対象者がサービスを利用する場合

②要支援者の場合

③事業対象者⇔要支援者の場合（変更の都度提出が必要）

※要支援者であって、

介護予防サービス計画⇔介護予防ケアマネジメントの変更の
場合は提出不要

介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

※次のいずれかにチェックしてください。□介護予防サービス計画作成・□介護予防ケアマネジメント

大曲仙北広域市町村圏組合 管理者 様 届出区分 新規 ・ 変更

次のとおり届出します。 届出年月日 平成 年 月 日

被
保
険
者

被保険者番号 個人番号

ﾌﾘｶﾞﾅ
生年月日

明 ･ 大 ･ 昭

氏 名 ㊞
年 月 日

性 別 男 ・ 女

住 所

〒 － 電話 （ ）

介護予防サービス計画の作成を依頼（変更）する事業者 ※自己作成の場合は記入不要
介護予防ケアマネジメントを依頼（変更）する地域包括支援センター

介護予防事業者（所）名・地域包括支援センター名
所在地

〒 －

事業所番号 電話 （ ）

介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを受託する居宅介護支援事業者
※居宅介護支援事業者が介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを受託する場合のみ記入して下さい。

居宅介護支援事業者（所）
名

所在地
〒 －

変更する理由 ※事業所を変更する場合のみ記入して下さい

変更年月日

（ 年 月 日）

（ 注 意 ）

１ この届出書は、介護予防サービス計画の作成又は介護予防ケアマネジメントを依頼する事業所等が決まり次第速やかに地域包括支援センターへ提出してください。
事業対象者から要支援者への移行後のサービス利用時、またはその逆の場合は、必ず届出してください。
２ 介護予防サービス計画の作成若しくは介護予防ケアマネジメントを依頼する介護予防支援事業所又は介護予防支援若しくは介護予防ケアマネジメントを受託する
居宅介護支援事業所を変更するときは、変更年月日を記入のうえ、必ず地域包括支援センターへ届け出てください。
届出のない場合、サービスに係る費用を一旦、全額負担していただくことがあります。
３ 住所地特例の対象となる施設に入居中の場合は、その施設の住所地の市町村の窓口へ提出してください。

項 目 地域包括支援センター処理欄 介護保険事務所処理欄

被保険者証回収
□ 済 □ 紛失等により未回収

□ 未回収（後日送付） □申請中

介護保険システム入力 □ 入力 □ 入力（確認）済

証発行 □ 発行済 □未発行 □申請中未発行 □ 発行済 □未発行 □申請中未発行

受付印

-17-



６．通所型サービスと訪問型サービス
の類型と単価について
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訪問型サービスの類型と単価設定

＜資料Ｐ16～17をご覧ください＞

①利用対象者像

②サービス類型 （現段階では二つ）と サービス提供者

・現行相当の訪問型サービス

・訪問型サービスA・基準緩和

（指定事業所一体型）

③利用単価と加算

・利用料は一回毎

・利用頻度と利用単価
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通所型サービスの類型と単価設定

＜資料Ｐ18～19をご覧ください＞

①利用対象者像

②サービス類型 （現段階では二つ）とサービス提供者

・現行相当の通所型サービス

・通所型サービスA・基準緩和

（指定事業所一体型）

③利用単価と加算

・利用料は一回毎

・利用頻度と利用単価
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総合事業開始後のサービス概要

介護保険事務所資料

① ② ③
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２０１８年４月以降のイメージ

介護保険事務所資料
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７．委託料・契約について
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介護予防支援契約・介護予防ケアマネジメント
契約について

１)介護予防支援業務・介護予防ケアマネジメント業務の委託

利用者の居住する地域の地域包括支援センターと業務委託契約を
行うことになります。

２)利用者との契約

２０１７年４月１日以降に、「要支援」認定・「総合事業対象者」
に認定となった方で、サービスを利用する場合、 介護予防支援契約・
介護予防ケアマネジメント契約が必要になります。

◆平成29年4月1日以降、契約書・重要事項説明書・個人情
報使用同意書の様式も変更になります。
（別紙３を参照ください）
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委託単価は430単位

どちらも

同じですが…

介護予防ケアマネジメント費は、
国保連合会を通した請求を行
いません。

介護予防支援費と、介護予防
ケアマネジメント費の請求明細書
の様式については、現在検討中
です。

介護予防支援業務委託料
介護予防ケアマネジメントＡ 委託料

厚労省資料
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●初回加算算定要件 （例）

・新規作成

・要介護から要支援認定となり介護予防サービス利用

●こんな場合は？

総合事業対象者 要支援者

過去2か月以上、地域包括支援センターにおいて介護予防ケアマ
ネジメント費の算定がない場合、または、介護予防支援の提供を
受けていない場合に、初回加算が算定できる。

「介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についてのQ＆A
【平成27年3月31日版】

●小規模多機能型居宅介護事業所連携加算

指定介護予防支援事業所の担当職員が、小規模多機能型居宅
介護事業所に出向き、指定介護予防サービス等の利用に係る計
画の作成に協力を行ない、小規模多機能型居宅介護の利用を開
始した場合に算定ができる。

(但し、過去6か月以内に当該加算を算定した利用者は算定でき
ない）

●初回加算 →300単位

●小規模多機能型居宅

介護事業所連携加算

→300単位

介護予防支援・介護予防ケアマネジメントＡ
加算について
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新しい介護予防・生活支援サービス事業
次回説明会でお伝えする項目 （案）

○請求明細書様式・実績の提出について

○サービスコード（訪問型・通所型サービス）について

○Ｑ＆Ａについて

など

※
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＊

ありがとうございました。
これからも

御協力をお願いいたします。
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「事業対象者」の被保険者証（例） 

 

※被保険者証に印字する内容は国によって定められています。 

 

 

 

「要介護状態区分等」：事業対象者 

「認定年月日」：基本チェックリスト実施日 

「認定の有効期間」：空欄 

「居宅サービス等」：空欄 

「区分支給限度基準額」：空欄 

 事業対象者 

 

 

平成 29年 4月 11日 

 

平成  年  月  日～平成  年  月  日

 

◯◯地域包括支援センター 

平成 29 年 4 月 11 日 

「地域包括支援センターの名称」： 

介護予防ケアマネジメント依頼届出書に記載された地域包括支援センターの名称 

 
「届出年月日」： 

介護予防ケアマネジメント依頼届出書に記載された届出年月日（※） 

 
※この届出年月日が「事業対象者」としての有効開始日となります。 

 

yasuhiko-ueda
テキスト ボックス
別紙 2

yasuhiko-ueda
テキスト ボックス
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届出区分

届出年月日

個人番号

性　　別

 〒　　　　 － 電話　　　　   （　 　　）

地域包括支援センター処理欄

 □ 済　　□ 紛失等により未回収

ﾌﾘｶﾞﾅ

　　　　　　　　　　　　　  　 ㊞

所在地

項　目

被保険者証回収

　※事業所を変更する場合のみ記入して下さい

 □ 未回収（後日送付）　 □申請中

次のとおり届出します。

大曲仙北広域市町村圏組合  管理者　様

（ 注 意 ）

 介護予防事業者（所）名・地域包括支援センター名

被

保

険

者

被保険者番号

事業所番号  電話　　     　（　　 　）

 〒　　　 －

１　この届出書は、介護予防サービス計画の作成又は介護予防ケアマネジメントを依頼する事業所等が決まり次

第速やかに地域包括支援センターへ提出してください。事業対象者から要支援者への移行後のサービス利用時、

またはその逆の場合は、必ず届出してください。

２　介護予防サービス計画の作成若しくは介護予防ケアマネジメントを依頼する介護予防支援事業所又は介護予

防支援若しくは介護予防ケアマネジメントを受託する居宅介護支援事業所を変更するときは、変更年月日を記入

のうえ、必ず地域包括支援センターへ届け出てください。

届出のない場合、サービスに係る費用を一旦、全額負担していただくことがあります。

３　住所地特例の対象となる施設に入居中の場合は、その施設の住所地の市町村の窓口へ提出してください。

居宅介護支援事業者（所）名

所在地

介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを受託する居宅介護支援事業者

※居宅介護支援事業者が介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを受託する場合のみ記入して下さい。

 〒　　　 －

変更する理由

変更年月日

（　　　　　年　　　　月　　　　日）

受付印

介護保険システム入力

証発行  □ 発行済　□未発行　□申請中未発行

 □ 入力（確認）済

男　　・　　女

介護予防サービス計画の作成を依頼（変更）する事業者　　※自己作成の場合は記入不要

介護予防ケアマネジメントを依頼（変更）する地域包括支援センター

住　所

生年月日

氏　名

※次のいずれかにチェックしてください。□介護予防サービス計画作成・□介護予防ケアマネジメント

介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書

介護保険事務所処理欄

 □ 入力

 □ 発行済　□未発行　□申請中未発行

新規　・　変更

平成　   年　   月　   日

 明 ･ 大 ･ 昭

　　　年　　　    月　　  　  日 

yasuhiko-ueda
テキスト ボックス
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介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務委託契約書（案） 

 

 

○○市（以下「甲」という。）と○○○○○○（以下「乙」という。）は、介護保険法（平成９

年法律第１２３号）第５８条第１項に規定する指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメン

トに係る業務の委託に関して、次のとおり契約を締結し、信義に従い誠実にこれを履行するも

のとする。 

 

（委託内容） 

第１条 甲は、介護保険法第１１５条の２３第３項の規定に基づき指定介護予防支援及び介護

予防ケアマネジメント業務の一部を乙に委託し、乙はこれを受託するものとする。 

２ 乙が行う指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務の範囲は以下に定めると

ころによる。 

 ⑴ 介護予防サービス・支援計画書作成のための生活機能低下の背景・原因及び課題等の分

析（以下「アセスメント」という。）及びアセスメントのため必要な認定調査結果等の情

報の収集 

 ⑵ 介護予防サービス・支援計画書原案の作成 

 ⑶ 介護予防サービス・支援計画書原案に係るサービス担当者会議の開催等による専門的意

見の聴取 

 ⑷ 介護予防サービス・支援計画書原案の同意取得 

 ⑸ 介護予防サービス・支援計画書の交付 

 ⑹ 指定介護予防サービス事業者及び介護予防・生活支援サービス事業者との連絡調整 

 ⑺ 介護予防サービス・支援計画書の実施状況の把握 

 ⑻ 介護予防サービス・支援計画書の達成状況に関する評価 

 ⑼ 介護予防サービス・支援計画書の変更に係る上記(１)から(５)に関する業務 

 ⑽ 要支援認定及び介護予防・生活支援サービス事業の申請等に係る援助 

 ⑾ 地域包括支援センターその他関係機関と連絡調整 

 ⑿ 介護予防サービス・支援計画書に定めた介護予防サービス等に係る給付管理及び介護予

防・生活支援サービス事業に係る支給管理 

 ⒀ その他指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る必要な便宜の供与 

３ 乙は、指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る業務を行うにあたっては、

介護保険法等の関係法令に基づきその業務を適切に行うものとする。 

 

（実施方法） 

第２条 乙は、本契約書及び別紙「介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る委託業

務仕様書」（以下、「仕様書」という。）に定めるところにより、委託業務を誠実に行うもの

とする。 

 

（契約期間） 

第３条 この契約の有効期間は、平成  年 月  日から平成  年３月３１日までとする。 

  但し、契約期間の満了の１週間前までに、甲乙双方から契約終了の申出がない場合には、

この契約は有効期間の満了日の翌日から１年間自動更新することとし、以後毎年同様とする。 

 

別紙３－１ 



（委託料） 

第４条 第１条の業務に係る委託料の額は、別表に定める額とする。 

 

（委託業務の実施者） 

第５条 乙は、乙が運営する仕様書に所属する介護支援専門員であって、指定介護予防支援及

び介護予防ケアマネジメント業務に関する知識及び能力を有する者に受託業務を行わせる

ものとする。 

 

（法令の遵守） 

第６条 乙は、指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務を実施する介護支援専門

員に、受託業務の範囲において、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成１８年厚生労働

省令第３７号)第１章、第３章及び第４章の規定を遵守させなければならない。 

 

（契約保証金） 

第７条 契約保証金は、全額を免除する。 

 

（権利義務譲渡等の禁止） 

第８条 乙は、本契約により生ずる一切の権利義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ又は

その権利を担保に供してはならない。 

 

（再委託の禁止） 

第９条 乙は、受託業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。 

 

（報告の徴取） 

第１０条 甲は、必要があるときは、乙に対し、委託業務の実施状況について報告若しくは資

料の提出を求め、又は必要な指示をすることができるものとする。 

 

（秘密の保持） 

第１１条 乙（介護予防サービス・支援計画書の策定に従事する者を含む。）は、この契約に

よる業務上知り得た個人情報その他の事項を正当な理由なく第三者に漏らしてはならない。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

２ 乙は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による業務上知り得

た個人情報を第三者に漏らすことのないよう必要な措置を講じなければならない。 

 

（報告書の提出及び審査） 

第１２条 乙は、毎月の受託業務の実施状況を甲の定める期日までに文書により甲に報告しな

ければならない。 

２ 甲は、報告書を受理したときは、その内容を審査するものとする。 

３ 甲は、審査の結果、必要があると認めたときは、期日を定めて乙に介護予防サービス・支

援計画書の再策定をさせることができるものとする。この場合の再策定に要する費用は乙の

負担とする。 

 

 



（委託料の支払） 

第１３条 乙は、審査決定後、甲の定める期日までに第３条により算定した委託料の支払請求

書を甲に提出するものとする。 

２ 甲は、前項に基づき乙からの適正な請求書の受理後３０日以内に、甲の定める指定金融機

関において、乙に対し委託料を支払うものとする。 

 

（契約の解除） 

第１４条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。 

 ⑴ 乙がこの契約の条項に違反したとき 

 ⑵ 乙が契約の履行に関し、不正な行為があったとき 

 ⑶ 乙が正当な理由なく期限内に契約を履行する見込みがないと認められたとき 

２ 前項の規定により、契約が解除されたときは、乙は契約が解除された日までに行った介護

予防サービス・支援計画書作成対象者に係る一切の書類を甲に提出しなければならない。 

３ 乙は、甲がこの契約に違反し、その違反により受託業務を実施することが不可能になった

ときは、この契約を解除することができる。 

 

（賠償責任） 

第１５条 前条の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は甲に対して異議の申立及び損

害賠償請求をすることができない。 

２ 乙は、この契約の履行に関し、乙の責めに帰すべき理由により、甲又は第三者に損害を与

えた場合は、乙は、速やかにその損害を賠償しなければならない。 

 

（協議） 

第１６条 この契約に定める事項その他委託業務の実施に必要な事項について疑義が生じた

場合は、甲、乙協議のうえ決定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲・乙記名押印のうえ、各その１通を保

有するものとする。 

 

 

平成  年  月  日 

 

甲  所在地    ○○市○○町○○番○○号 

                  法人名    ○○市 

                  代表者職氏名 ○○市長  ○ ○ ○ ○  印 

 

 

乙  所在地 

                  法人名 

                代表者職氏名                印 



別表（第４条関係） 

 

【介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント】 

区 分 委託料（月額） 

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント ４，３００円 

初回加算 ３，０００円 

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 ３，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

 

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る委託業務仕様書 

 

（総則） 

第１条 ○○市（以下「甲」という。）と○○○○○○（（以下「乙」という。）は、委託契約

書に定めるもののほか、本仕様書に従って介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務

（以下「業務」という。）を履行しなければならない。 

 

（業務の担当） 

第２条 甲が所管する地域包括支援センター及び乙が運営する指定居宅介護支援事業所は次

のとおりとする。 

 

地域包括支援センター 

 所 在 地 

 名  称 

 管 理 者 

 

 指定居宅介護支援事業所 

 所 在 地 

 名  称 

 管 理 者 

 

２ 前項の指定居宅介護支援事業所（以下「事業所」という。）において業務を担当する者（以

下「担当者」という。）は、介護支援専門員の資格を有する者でなければならない。ただし、

平成１６年度以前に実施された介護支援専門員実務研修を修了した者が予防支援に従事す

るに当たっては、新予防給付ケアマネジメント従事者研修を修了していなければならない。 

 

（業務の実施） 

第３条 乙は、業務の委託者である甲からの実施依頼を受け、担当者に業務を行わせるものと

する。 

２ 業務は、本仕様書に定めるもののほか、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに

指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年

３月１４日厚生労働省令第３７号）及び国が定める介護予防支援に係るマニュアル並びに甲

が定める指針等に基づき、適正に実施しなければならない。 

 

（報告、届出） 

第４条 乙の担当者は、業務の実施に当たり、利用者の状態の変化、事故、苦情等が生じた場

合、速やかに甲の所管する地域包括支援センター（以下「センター」という。）に報告しな

ければならない。 

２ 乙は、第２条第２項に定める担当者に変更が生じた場合、速やかにセンターに届出しなけ

ればならない。 

 

 



（助言、指導） 

第５条 乙の担当者は、センターが業務の実施に当たり行う助言、指導に従うものとする。 

 

（業務の終了） 

第６条 利用者が要介護認定において非該当（自立）又は要介護と認定されたこと等により、

業務を終了する場合には、乙の担当者は、センター及び要介護と認定された利用者の居宅介

護支援を担当する事業所、その他の関係機関との連絡調整を行うものとする。 

 

 



◯◯市介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る契約書（案） 

 

                    甲（利用者）            

                    乙 ◯◯市地域包括支援センター◯◯ 

 

（契約の目的） 

第１条 乙は、介護保険法等の関連法令及びこの契約書に従い、甲が可能な限りその居

宅において、自立した生活を営むことのできるよう、甲の心身の状況、その置かれて

いる環境等に応じて、甲の選択に基づき、甲の同意の上で適切な介護予防サービス・

支援計画書を作成し、かつ、介護予防サービス等の提供が確保されるよう指定介護予

防サービス事業者その他の事業者、関連機関との連絡調整その他の便宜の提供を行い

ます。 

 

（契約の有効期間） 

第２条 この契約の有効期間は、平成  年  月  日から１年間とします。但し、

契約期間満了日までに甲からの契約更新を行わない旨の意思表示がない場合は、この

契約は自動的に 1 年間延長されるものとし、以降も同様とします。 

 

（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの担当者） 

第３条 乙は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの計画作成担当者（以下 

「計画作成担当者」といいます。）を選任し、適切な介護予防支援及び介護予防ケア

マネジメントに努めます。 

２ 乙は、前項の計画作成担当者を選任し、又は変更する場合は、甲の状況とその意向

に配慮して行い、甲の事情により計画作成担当者を変更する場合には、あらかじめ乙

に連絡します。 

３ 乙は、計画作成担当者に対し、常に甲の立場に立ち、誠意をもってその職務を遂行

するよう指導するとともに、必要な対応を行います。 

 

（介護予防サービス・支援計画書の作成） 

第４条 計画作成担当者は、介護予防サービス・支援計画書の作成に当たり、次の各号

に定める事項を厳守します。 

（１）乙は、甲の生活機能や健康状態、置かれている環境等を把握した上で、甲の日常

生活の状況を把握し、甲の意欲及び意向を踏まえて、介護予防の効果を最大限に発揮

し、甲が自立した日常生活を営むことができるように支援すべき総合的な課題の把握

に努めること。 

（２）当該地域における指定介護予防サービス事業者等に関するサービスの内容、利用

料の情報を、特定の事業者のみを有利に扱うことなく、適正に提供し、甲にサービス

の選択を求めること。 

（３）甲が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、甲の意向を踏まえた具体

的な目標、その目標を達成するための支援の留意点、甲及び指定介護予防サービス事

業者等が目標を達成するために行うべき支援内容並びにその期間等を記載した介護予

防サービス・支援計画書の原案を作成すること。 

（４）上記原案に位置付けた指定介護予防サービス等について、サービスの種類、内容、 

利用料等について甲に対し説明し、文書により甲の同意を受けること。 

（５）甲が、医療サービスの利用を希望している場合には、主治医等の意見を求め、そ

の指示がある場合には、これに従うこと。 

別紙３－２ 



（６）その他、甲の希望をできる限り尊重すること。 

 

（サービス担当者会議の開催） 

第５条 計画作成担当者は、次に掲げる場合においては、必要に応じて、サービス担当

者会議の開催、サービス担当者に対する照会等により、甲の状況等に関する情報をサ

ービス担当者と共有するとともに、当該介護予防サービス・支援計画書の原案の内容

について、サービス担当者から専門的な見地からの意見を求めるものとします。 

 

（介護予防サービス・支援計画書作成後の管理） 

第６条 計画作成担当者は、介護予防サービス・支援計画書作成後においても、甲と継

続的に連絡をとり、甲の実情を常に把握するように努めます。 

２ 計画作成担当者は、必要に応じて指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予

防サービス計画に基づき、サービスの実施状況や甲の状態等に関する報告を聴取しま

す。 

３ 計画作成担当者は、介護予防サービス・支援計画書の作成後、介護予防サービス・

支援計画書の実施状況の把握を行い、必要に応じて介護予防サービス・支援計画書の

変更、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

４ 計画作成担当者は、甲が介護予防サービス・支援計画書の変更を希望する場合は、

評価を行い、介護予防サービス・支援計画書の変更、要支援認定区分等の変更申請、

関連事業者に連絡する等必要な援助を行います。 

５ 計画作成担当者は、第３項に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」とい

います。）に当たっては、甲、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行

うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行います。 

（１）少なくともサービスの提供を開始する月（以下「提供開始月」といいます。）、

サービスの評価期間が終了する月及び提供開始月の翌月から起算して３ヶ月に１回並

びに甲の状況に著しい変化があったときは、甲に面接します。 

（２）少なくとも１ヶ月に１回、モニタリングの結果を記録します。 

６ 計画作成担当者は、モニタリングの結果に基づき、関連機関との連絡調整を行いま

す。 

７ 計画作成担当者は、適切なサービスが総合的かつ効率的に提供された場合において 

も、甲がその居宅において日常生活を営むことが困難になったと認められる場合又は

甲が介護保険施設への入所又は入院を希望する場合には、甲の要支援・要介護認定に

係る申請について必要な支援を行い、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行

います。 

８ 計画作成担当者は、甲が要支援・要介護認定を受けた場合及び総合事業対象者とな

った場合には、甲に対し必要な情報を提供します。 

 

（苦情対応） 

第７条 乙は、自ら提供したサービス又は自らが介護予防サービス・支援計画書に位置

付けた指定介護予防サービス等に対する甲からの苦情に迅速かつ適切な対応を行いま

す。 

 

（利用料の負担） 

第８条 乙の提供する介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る利用料につい

て、甲の利用料負担はありません。 

 



（契約の終了） 

第９条 次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約は終了します。 

（１）甲が死亡したとき 

（２）甲が転出したとき 

（３）第 10 条に基づき、甲から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了したとき 

（４）第 11 条に基づき、乙から契約の解除の意思表示がなされ、予告期間が満了したと 

き 

（５）甲が介護保険施設等へ入所・入居したとき 

（６）甲が要介護認定を受けたとき 

 

（甲の解約権） 

第 10 条 甲は、乙に対し、いつでもこの契約の解約を申し入れることができます。この 

場合には、１０日以上の予告期間をもって届け出るものとし、予告期間満了日に契約

は解除されます。 

２ 甲は、次の各号に乙が該当する場合には、直ちに契約を解除することができます。 

（１）乙が正当な理由なく、介護保険法等関係法令及びこの契約書に定めた事項を遵守

せずにサービスの提供を怠ったとき 

（２）乙が守秘義務に違反したとき 

（３）乙が事業を継続する見通しが困難になったとき 

 

（乙の解除権） 

第 11 条 乙は、甲の非協力等甲及び乙間の信頼関係を損壊する行為をなし、改善の見 

込みがない等、この契約の目的を達することが不可能となったときは、１０日以上の

予告期間をもってこの契約を解除します。 

 

（損害賠償） 

第 12 条 乙は、甲に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに◯

◯市、甲の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置をとります。 

２ 乙は、甲に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、速や

かに損害賠償を行います。ただし、その損害のうち、甲又は甲の家族の責に帰すべき

事由により生じたものについては、この限りではありません。 

 

（秘密保持） 

第 13 条 乙及び計画作成担当者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た甲又は 

甲の家族に関する秘密を漏らしません。 

２ 乙は、計画作成担当者が退職後、在職中に知り得た甲又は甲の家族の秘密を漏らす

ことがないよう必要な措置を講じます。 

３ 乙は、サービス担当者会議等において、甲の個人情報を用いる場合は甲の同意を、

甲の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得てい

なければ、その個人情報を用いることができません。 

 

（記録の整備、閲覧） 

第 14 条 乙は、甲に対するサービスの提供に関して作成した記録を整備し、その完結の 

日から５年間保存します。 

２ 乙は、甲又は甲の家族に対し、いつでも保管する甲に関する記録の閲覧、謄写に応

じます。ただし、謄写の実費を請求することがあります。 



（介護予防支援業務の委託） 

第 15 条 乙は、甲の意向を踏まえ、本契約に係る業務を指定居宅介護支援事業所に委託 

することができます。 

 

（協議） 

第 16 条 本契約に定めのない事項については、介護保険法等関係法令の定めるところを 

尊重し、甲と乙の協議により定めます。 

 

 上記のとおり、介護予防支援及び介護予防マネジメントの契約を締結します。 

 

                                                  平成   年  月  日 

 

  （利用者） 

  私は、この契約書に基づく介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの利用を申

し込みます。 

 

 住 所 

 

 氏 名                             印 

 

 電 話 

 （署名代行者） 

 住 所 

 

 氏 名                             印 

 

 電 話 

 

 （地域包括支援センター：指定介護予防支援事業者） 

  私は、地域包括支援センターとして、甲の申込を承諾し、この契約の内容を 

 確認します。 

 地域包括支援センター（指定介護予防支援事業所）の名称 

 

 所 在 地  ◯◯市◯◯字◯◯◯◯番地 

 

 事業所名 ◯◯市包括支援センター 

 

 代表者名 ◯◯市長 ◯ ◯ ◯ ◯  印 

 



 

重要事項説明書（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント用）案 

 

１ 事業所の概要 

 

事 業 所 名              

所 在 地              

介 護 保 険 事 業 所 番 号              

連    絡     先 ＴＥＬ： 
ＦＡＸ： 

管 理 者               

営 業 日              月曜日～金曜日（祝日、１２月２９日～１月３日は除く） 

営 業 時 間              午前８時３０分～午後５時１５分まで 

サービス提供実施地域  ◯◯◯内 

 

２ 当事業者の概要 

 

事 業 者 名              

所 在 地              

連 絡 先 （ 代 表 ）             

 ＴＥＬ： 

 ＦＡＸ： 

 ◯◯市◯◯課 

代 表 者              

 

※ 地域包括支援センターから予防支援及び介護予防ケアマネジメントの一部を受託

する居宅介護支援事業所 

 

事 業 者 名              

所 在 地              

介 護 保 険 事 業 所 番 号              

連 絡 先 （ 代 表 ）              

サ ー ビ ス 提 供 地 域              

 

３ 職員の職種、職務内容 

                                 

職 種             職   務   内   容 

保 健 師             介護予防ケアマネジメント 

社 会 福 祉 士             総合相談支援・権利擁護・介護予防ケアマネジメント 

主 任 介 護 支 援 専 門 員              包括的継続的ケアマネジメント・介護予防ケアマネジメント 

 

４ 利用者負担金 

 

 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントについては、原則として利用者の負担は

ありません。ただし、保険料の滞納等がある場合には、償還払いや保険給付が制限され

る場合があります。 

 

５ 事業の目的及び運営方法 

 

 介護保険法等の関係法令等に従い、サービス提供地域に居住する利用者に対し、可能

な限り居宅においてその有する能力に応じて、自立した日常生活を営むために必要な介

護予防サービス等が適切に利用できるよう、利用者の選択に基づいて介護予防サービ

ス・支援計画書を作成するとともに、当該計画に基づいて適切な介護予防サービス等の

提供が確保されるよう、サービス事業者及び関係機関等との連絡調整その他の便宜を提

供します。 

 

６ サービス提供の手順 

 

 (１) 利用者からの申込み 

  (２) 契約等手続き 

 (３) アセスメントの実施 

   利用者の自宅を訪問して、利用者及びその家族と面接します。 

 (４) 介護予防サービス・支援計画書原案の作成 

   アセスメント結果等を基に、どのような支援が必要かを利用者等と調整し、利用

者と合意した結果に基づき介護予防サービス・支援計画書原案を作成します。 

 (５) サービス担当者会議の開催等 

   介護予防サービス・支援計画書原案の内容について、担当者から専門的な意見を

聴取します。（「介護予防支援経過記録」の作成。） 

 (６) 介護予防サービス・支援計画書原案の説明、同意、交付 

   介護予防サービス・支援計画書原案の内容を利用者に説明し、同意を得て交付し

ます。 

 (７) サービスの提供 

   介護予防サービス事業者等に対し、介護予防サービス・支援計画書に基づき適切

にサービスが提供されるよう連絡調整等を行います。 

 (８) モニタリング 

   ① ３ケ月に１回及び著しい変化があったときは、利用者宅を訪問し面接します。 

      ② 訪問しない月にあっても少なくとも１ケ月に１回、サービス実施状況につい

て確認します。 

   ③ 少なくとも１ケ月に１回、上記②の結果を記録します。 

 (９) 評価 

      ６ヶ月又は１２ヶ月に１回、計画の達成状況について評価を行います。 
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７ 相談窓口、苦情対応 

 

 サービスに関する相談や苦情については、次の窓口にご連絡願います。なお、業務を

委託された居宅介護支援事業所がある場合はそちらの相談窓口へ申し出て下さい。 

●当事業所の苦情相談窓口 

◯◯◯地域包括支援センター     担当    

●業務を委託された居宅介護支援事業所の苦情相談窓口 

                  担当    

●介護保険の苦情や相談に関しては他に、下記の相談窓口があります。 

大曲仙北広域市町村圏組合 

介護保険事務所 

電話番号：０１８７－８６－３９１０ 

受付時間：（平日）午前８時３０分～午後５時１５分 

秋田県国民健康保険団体連合会 

介護保険課 

電話番号：０１８－８６２－３８５０ 

受付時間：（平日）午前８時３０分～午後５時１５分 

 

８ 担当者の選任、変更 

 

 担当者を選任し、又は変更する場合には、利用者の状況とその意向に配慮して行い、

事業所の事情により担当者を変更する場合には、あらかじめ利用者に連絡します。 

 

９ 担当者の質の向上 

 

 事業所は、担当者に対し、専門職として常に利用者の立場に立ち、誠意をもってその

職務を遂行するよう指導するとともに、必要な対応を行います。 

 

１０ 秘密の保持 

 

 (１) 業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密については、利用者又は第三   

者の生命、身体等に危険がある場合等正当な理由がある場合を除き、契約中及   

び契約終了後、第三者に漏らすことはありません。 

 (２) 事業所は、担当職員その他の従事者であった者が、正当な理由がある場合を除   

き、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう、必   

要な措置を講じます。 

 (３) 事業所は、あらかじめ文書により甲の同意を得た場合には、甲にサービスを提   

供するサービス事業者との連絡調整その他必要な範囲内で、同意した者の個人情   

報を用いることができるものとします。 

 

１１ 記録の保管 

 

 介護予防支援記録書等の書面を作成した後５年間これを保存し、利用者の求めに応じ

て閲覧に供し、又は実費負担によりその写しを交付します。 

 

１２ 損害賠償 

 

 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの実施にあたって利用者の生命・身体・

財産の損害を与えた場合には、その損害を賠償します。ただし、事業所の故意又は過失

によらないときは、この限りではありません。 

 

【説明確認欄】（以下に、自筆署名または記名押印してください。） 

 

本重要事項説明書の説明年月日        年   月   日 

 

 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供の開始に際し、本書面に基づき重

要事項の説明を行いました。 

 

【事業者】  事業者名  ◯◯市                

 

    事業所名  ◯◯市地域包括支援センター◯◯    

 

    説 明 者                   印 

 

   【業務委託先指定居宅介護支援事業者】 

 

                          所 在 地                     

 

                          事業者名                     

 

説 明 者                   印 

 

※ 居宅介護支援事業者欄は、居宅介護支援事業者による介護予防支援及び介護予防ケ

アマネジメント原案の作成を希望された場合（契約の代行を含む。）のみ記入 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、介護予防支援及び介護予

防ケアマネジメントの提供開始に同意しました。 

 

  【利用者】            住  所                     

 

                        氏  名                   印 

 

  【上記代理人】        住  所                     

  （代理人を選定した場合） 

                        氏  名                   印 



 
 

個人情報使用同意書（案） 
（介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント用） 

 

 私（利用者及びその家族）の個人情報については、次に記載するところによ

り必要最小限の範囲内で使用することに同意します。 

 

記 

 

１ 使用する目的 

  利用者のための介護予防サービス・支援計画書の作成（変更）及び介護予

防サービス・支援計画書に沿った円滑なサービス提供のために実施されるサ

ービス担当者会議、介護支援専門員や事業者及び関係機関との連絡調整等に

おいて必要な場合。 

 

２ 使用する事業者の範囲 

  指定介護（予防）サービス事業者及び介護保険外サービス事業者の担当者、

主治医、医療機関の担当者並びに介護予防支援及び介護予防ケアマネジメン

トに協力が必要な地域の行政機関、民生委員等の関係機関（団体）の担当者。

（利用者の介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに協力が必要な関

係者に限る。） 

 

３ 使用する期間 

  契約有効期間とする。 

 

４ 条件 

 （１） 個人情報の提供は必要最小限とし、提供にあたっては関係者以外の

者に漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

 （２） 緊急を要すると判断した場合は、必要最小限の個人情報を上記以外

の者に提供することもある。その場合は、相手方に対して、関係者以

外の者に漏れることのないよう厳重に注意を促すとともに、速やかに

利用者に対して報告すること。 

 （３） 個人情報を使用した会議、相手方、内容等の経過を記録しておくこ

と。 

 

 

 

 

 

   平成  年  月  日 

 

 

 介護予防支援事業者（説明者）               

 

  業務委託先居宅介護支援事業者（担当者）                  

 

   

 

※居宅介護支援事業者欄は、居宅介護支援事業者による介護予防サービス・ 

支援計画書の原案作成を希望された場合（契約の代行を含む。）のみ記入 

 

 

 

（利用者）       住所                      

 

                 氏名                    印 

 

（利用者の家族） 住所                      

 

                  氏名                    印 

 

（   同   ） 住所                      

 

                  氏名                                印 
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